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区　　　分

予 算 1 件
条 例 案 10 件 議案 17 件
その他議案 6 件
認 定 件
報 告 9 件
提 出 1 件

計 27 件

◎予算
（1件） 【議案第 91 号】令和6年度三重県一般会計補正予算（第１号）

　総務部

◎条例案
（10件） 【議案第　　92 号】

　医療保健部

（改正内容）

(1)

(2)

(3)

(4)

（能登半島地震から得られた気づきを踏まえた南海トラフ地震対策の推進や
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の精算、全国知事会が
複数県共同で行うフランスでのプロモーションにおける県の魅力発信のため
の補正予算。約３０億円）

　 三重県青少年健全育成条例において、著しい非行とする行為における
大麻に係る規定等を整備する。

　 三重県食品衛生法施行条例において、大麻に関する規定を整備すると
ともに、その他規定を整理する。

　 三重県手数料条例において、手数料の名称等を整備する。

　大麻取締法及び麻薬及び向精神薬取締法の一部を改正する
法律の施行に鑑み、関係条例の規定を整備するものである。
（大麻取締法及び麻薬及び向精神薬取締法の一部を改正する
法律の施行の日（一部公布の日）から施行）

　 三重県薬物の濫用の防止に関する条例において、薬物の定義に関する
規定を整備する。

令和６年三重県議会定例会提出予定議案概要（追加提案・その５）

件　　　名 概　　　要

大麻取締法及び麻薬及び向
精神薬取締法の一部を改正
する法律の施行に伴う関係
条例の整備に関する条例案

資料３
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区　　　分 件　　　名 概　　　要

【議案第 93 号】
　総務部

（改正内容）

(1)

(2)

【議案第 94 号】
　総務部

【議案第 95 号】
　総務部

（改正内容）

・

【議案第 96 号】
　総務部

（改正内容）

(1)

(2)

   職員が大規模災害に対処するため災害応急作業等に従事し
た場合の特殊勤務手当の支給に関する規定等を整備するもの
である。

（公布の日から施行）

　過疎地域、過疎地域とみなされる区域等において設備を取得等した者に
対して行う事業税、不動産取得税及び県固定資産税の特例措置につい
て、対象となる設備の取得等の期限を、令和９年３月３１日まで延長する。

（公布の日から施行）

 　職員が大規模災害に対処するための業務に従事したときは、日額2,160
円を超えない範囲内で災害応急作業等手当を支給する。

　 その他規定を整備する。

（公布の日から施行）

（公布の日から施行）

三重県地方活力向上地域に
おける県税の特例措置に関
する条例の一部を改正する
条例案

   地域再生法及び地域再生法第十七条の六の地方公共団体
等を定める省令の一部改正等に鑑み、県税の特例措置につい
ての規定を整備するものである。

　地方活力向上地域内において施設を新設し、又は増設した者に対して
行う事業税、不動産取得税及び県固定資産税の特例措置について、対象
となる整備計画の認定の期限を、令和８年３月３１日まで延長するとともに、
対象となる施設を追加する。

　 その他規定を整理する。

三重県過疎地域における県
税の特例措置に関する条例
の一部を改正する条例案

   過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第二十
四条の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用さ
れる場合等を定める省令の一部改正に鑑み、県税の特例措置
についての規定を整備するものである。

職員の特殊勤務手当に関す
る条例の一部を改正する条
例案

知事等の損害賠償責任の一
部免責に関する条例の一部
を改正する条例案

   地方自治法施行令の一部改正に伴い、規定を整理するもの
である。
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区　　　分 件　　　名 概　　　要

【議案第 97 号】
　子ども・福祉部

（改正内容）

・

【議案第 98 号】
　医療保健部

（改正内容）

(1)

(2)

(3)

【議案第 99 号】
　農林水産部

(1)

(2) 　 その他規定を整理する。

   国民健康保険の国庫負担金等の算定に関する政令の一部改
正等に鑑み、国民健康保険事業費納付金の算定に係る規定を
整備するものである。

　 退職者医療制度の廃止に伴い、退職被保険者等所属都道府県の国民
健康保険事業費納付金の特例に係る規定を削る。

   就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推
進に関する法律第三条第二項及び第四項の規定に基づき内閣
総理大臣及び文部科学大臣が定める施設の設備及び運営に
関する基準の一部改正に鑑み、職員配置の基準についての規
定を整備するものである。

　 土砂採取料等を徴収する者に漁港施設等活用事業における認定計画
実施者を加える。

（改正内容）

　 医療費指数反映係数を零（現行：零から一までの範囲内において知事
が定める数）とする。

　 その他規定を整備する。

   漁港漁場整備法の一部改正に鑑み、土砂採取料等の規定等
を整備するものである。

（公布の日から施行）

　幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の職員配置の基準につい
て、満３歳以上満４歳未満の子どもにあってはおおむね１５人（現行２０
人）、満４歳以上の子どもにあってはおおむね２５人（現行３０人）につき１人
以上の教育及び保育に従事する者を置くこととする。

（公布の日から施行）

三重県漁港管理条例の一部
を改正する条例案

（公布の日から施行）

幼保連携型認定こども園以
外の認定こども園の認定要件
等に関する条例の一部を改
正する条例案

三重県国民健康保険条例の
一部を改正する条例案

7



区　　　分 件　　　名 概　　　要

【議案第 100 号】
　教育委員会

（公布の日から施行）
（改正内容）

・

【議案第 101 号】
　県土整備部
　企業庁
　病院事業庁

（改正内容）

・

　　 ①

②

③

　 職員が大規模災害の発生した地方公共団体に派遣されて行う業務に従
事したときは、日額1,620円を超えない範囲内で災害応急作業等手当を支
給する。

   職員が大規模災害の発生した地方公共団体に派遣され、災
害応急対策に係る連絡調整の作業等に従事した場合の特殊勤
務手当の支給に関する規定を整備するものである。

（公布の日から施行）

公立学校職員の給与に関す
る条例の一部を改正する条
例案

　三重県流域下水道条例

　三重県公営企業の設置等に関する条例

三重県病院事業条例等の一
部を改正する条例案

   地方自治法の一部改正等に伴い、関係条例の規定を整理す
るものである。

　 次に掲げる条例の規定を整理する。

　三重県病院事業条例

8



区　　　分 件　　　名 概　　　要

◎その他議案
（6件） 【議案第　102 号】

　農林水産部

【議案第　103 号】
　農林水産部

○ 契約金額 1,028,500,000円
○ 契約方法 一般競争入札
○ 請負者住所氏名 三重県四日市市富双１丁目１－３

鈴木造船株式会社
代表取締役　鈴木　幸志郎

○ 工事の概要　 全長 33.46m
総トン数 約99トン
乗船定員 10名（24時間以上）

18名（24時間未満）

国営中勢用水土地改良事業
に係る償還に対する市町の
負担について

   平成２４年度から農林水産省が行った国営中勢用水土地改
良事業の負担金の償還に要する経費に充てるため、土地改良
法第９０条第９項の規定により、市町の負担金を徴収するもので
ある。

   漁業調査船「あさま」の代船建造工事工事請負契約について

9



区　　　分 件　　　名 概　　　要

【議案第　104 号】
　県土整備部

○ 場所

○ 契約金額 変更前　513,150,000円
変更後　516,864,700円

○ 契約方法 随意契約
○ 請負者住所氏名

代表者　株式会社山野建設
代表取締役　山野　浩

○ 工事の概要　

【議案第　105 号】
　総務部

○ 金額 247,456,000円　
○ 契約相手方 三重県松阪市石津町字地蔵裏353番地1

株式会社松阪電子計算センター
代表取締役　宮原　義隆

山野・西邦特定建設工事共同企業体

P3橋脚工　N=1基
　橋脚工　H=16.5m　　V=485m3
　ニューマチックケーソン基礎工
　　　　　　　　　　　　　　　L=25.0m

   伊勢市道高向小俣線（宮川橋）橋梁架替（下部工）工事（Ｐ３
橋脚）

三重県伊勢市浦口４丁目１番１１号

伊勢市御薗町高向
　～伊勢市小俣町元町　地内

工事請負契約の変更につい
て

財産の取得について    令和６年度職員一人一台パソコンの調達
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区　　　分 件　　　名 概　　　要

【議案第 106 号】
　県土整備部

【議案第　107 号】
　教育委員会    鈴鹿青少年センターと鈴鹿青少年の森の整備運営事業

○ 場所 鈴鹿市住吉町　地内
○ 契約金額 変更前　　5,025,940,533円

変更後　　5,072,954,499円
○ 事業期間

○ 契約方法 随意契約
○ 契約の相手方 鈴鹿市矢橋一丁目２３番４号

鈴鹿フォレストパートナーズ株式会社
代表取締役　益田　直樹

特定事業契約の変更につい
て

令和４年３月２４日から令和２３年３月
３１日まで

新丸山ダムの建設に関する
基本計画の変更に対する意
見について

   特定多目的ダム法第４条の規定に基づき、国土交通大臣が
定めようとする新丸山ダムの建設に関する基本計画を変更する
ことについて、同意するものである。
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区　　　分 件　　　名 概　　　要

◎報告
（9件） 【報告第 6 号】

　県土整備部

【報告第 7 号】
　子ども・福祉部

損害賠償額 90,052円

   県営住宅の入居資格喪失後の占有に伴う損害賠償金の支払
の請求の訴えの提起（和解を含む。）を行った。（訴えの提起（和解を含む。）

について）

（自動車事故による損害賠償
について）

専決処分の報告について    令和５年１１月２４日三重郡菰野町大字千草地内の国道３０６
号において発生した北勢福祉事務所に係る自動車による公務
上の事故に関して損害賠償の額について和解した。

専決処分の報告について
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区　　　分 件　　　名 概　　　要

　農林水産部

損害賠償額 38,903円

　警察本部

損害賠償額

損害賠償額 178,200円

損害賠償額 243,268円

専決処分の報告について

   令和５年１月１２日鈴鹿市南若松町地内の駐車場において発
生した津警察署に係る自動車による公務上の事故に関して損
害賠償の額について和解した。

（自動車事故による損害賠償
について）

   令和５年９月３０日桑名市長島町地内の市道において発生し
た桑名警察署に係る自動車による公務上の事故に関して損害
賠償の額について和解した。

専決処分の報告について    令和４年５月１０日伊勢市御薗町地内の市道において発生し
た伊勢警察署に係る自動車による公務上の事故に関して損害
賠償の額について和解した。

（自動車事故による損害賠償
について）

4,619,004円

専決処分の報告について

（自動車事故による損害賠償
について）

   令和６年２月５日津市栄町一丁目地内において発生した家畜
防疫対策課に係る自動車による公務上の事故に関して損害賠
償の額について和解した。

専決処分の報告について

（自動車事故による損害賠償
について）
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区　　　分 件　　　名 概　　　要

　警察本部
　つづき

損害賠償額 174,191円

損害賠償額 191,776円

損害賠償額 70,193円

損害賠償額 223,212円

   令和５年１１月２５日津市栗真町屋町地内の国道２３号におい
て発生した機動捜査隊に係る自動車による公務上の事故に関
して損害賠償の額について和解した。

   令和５年１０月２５日いなべ市北勢町地内の市道において発
生したいなべ警察署に係る自動車による公務上の事故に関して
損害賠償の額について和解した。

（自動車事故による損害賠償
について）

（自動車事故による損害賠償
について）

専決処分の報告について

専決処分の報告について

専決処分の報告について    令和５年１０月１５日四日市市松原町地内の市道において発
生した四日市北警察署に係る自動車による公務上の事故に関
して損害賠償の額について和解した。

（自動車事故による損害賠償
について）

専決処分の報告について    令和５年１２月６日尾鷲市矢浜四丁目地内の駐車場において
発生した尾鷲警察署に係る自動車による公務上の事故に関し
て損害賠償の額について和解した。

（自動車事故による損害賠償
について）
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区　　　分 件　　　名 概　　　要

　警察本部
　つづき

損害賠償額 14,097円

損害賠償額 213,700円

【報告第 8 号】
　県土整備部 専決処分の報告について

損害賠償額　　3,768円

   令和６年１月１５日四日市市大字茂福地内の駐車場において
発生した四日市北警察署に係る自動車による公務上の事故に
関して損害賠償の額について和解した。

（自動車事故による損害賠償
について）

専決処分の報告について    令和６年１月１５日津市半田地内の市道において発生した捜
査第一課に係る自動車による公務上の事故に関して損害賠償
の額について和解した。

専決処分の報告について

（自動車事故による損害賠償
について）

   令和６年３月２９日名張市薦生地内の県道奈良名張線におい
て、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠償の
額について和解した。

（県管理道路における県の管
理瑕疵による損害賠償につ
いて）
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区　　　分 件　　　名 概　　　要

　県土整備部 専決処分の報告について
　つづき

損害賠償額　　13,249円

【報告第 9 号】
　出納局

【契約名称】

【履行場所】 三重県出納局、三重県吉田山会館　他
【契約金額】 84,216,154円
【契約方法】 一般競争入札
【契約の相手方の住所及び氏名】

愛知県名古屋市中村区名駅３丁目２５番３号
ＦＬＣＳ株式会社中部支店
支店長　相良長典

【契約締結の年月日】
令和６年３月２８日

【契約期間】 令和６年３月２８日から
令和１２年３月２９日まで

議会の議決すべき事件以外
の契約等について

三重県財務会計・予算編成支援システム機
器更新に伴うクライアント関連機器賃貸借及
び保守業務

（県管理道路における県の管
理瑕疵による損害賠償につ
いて）

   県が賃借人となる予定価格７千万円以上の賃貸借の契約

   令和６年３月２９日四日市市桜町地内の県道平尾茶屋町線に
おいて、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠
償の額について和解した。
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区　　　分 件　　　名 概　　　要

【報告第 10 号】
　総務部    地方自治法施行令第１４６条第２項の規定に基づくもの。

【報告第 11 号】
　総務部

令和5年度三重県一般会計
繰越明許費繰越計算書

令和5年度三重県一般会計
事故繰越し繰越計算書

   地方自治法施行令第１５０条第３項の規定に基づくもの。

〇事故繰越し内容・理由
①県単治山事業費（農林水産部）
　令和４年度自然災害防止事業（多気郡大台町）において、令和５年８月の台風及び豪雨により、施工中
の流路工及び下流の工事用道路が被災したため、その復旧対応に不測の期間を要し、年度内に事業を
完了することができなくなったため。
②砂防整備交付金事業費（県土整備部）
　その他水系宮谷川水系宮谷通常砂防工事において、受注者の資金調達困難による契約解除に伴い、
新規工事の発注と施工に不測の日数を要したことにより、年度内の完成が見込めなくなったため。
③地域生活移行推進事業費（子ども・福祉部）
　障害者施設（グループホーム）の整備事業において、全国的な品不足の影響により幹線敷設工事に必
要な外部キュービクル（高圧受電設備）と建物をつなぐケーブルの調達に想定外の期間を要し、年度内に
事業を完了することができなくなったため。

＜参考＞
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区　　　分 件　　　名 概　　　要

【報告第 12 号】
　県土整備部

【報告第 13 号】
　企業庁 令和5年度三重県水道事業

会計予算繰越計算書
   地方公営企業法第２６条第３項の規定に基づくもの。

令和5年度三重県流域下水
道事業会計予算繰越計算書

   地方公営企業法第２６条第３項の規定に基づくもの。

18



区　　　分 件　　　名 概　　　要

【報告第 14 号】
　企業庁

◎提出
（1件）

〇法人名
　三重県土地開発公社、（公財）三重県下水道公社、（公財）三重県動物管理事務所、
 （公財）三重県文化振興事業団、（公財）三重県国際交流財団、
 （公社）みえ林業総合支援機構、　（公財）三重県水産振興事業団、
 （公財）暴力追放三重県民センター

令和5年度三重県工業用水
道事業会計予算繰越計算書

   地方公営企業法第２６条第３項の規定に基づくもの。

県の出資等に係る法人の経
営状況に関する説明書

   地方自治法第２４３条の３第２項及び同法施行令第１７３条の
規定により、三重県土地開発公社など８法人の経営状況を説明
する書類を提出するものである。

＜参考＞
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　令和６年 定例会日程
月 日 曜 備　　考
５月 ２７日 月 休　会 議会運営委員会

２８日 火 休　会

２９日 水 委員会
伊勢茶の振興に関する条例策定調査、ワンヘルス推進調査の
各特別委員会（年間活動計画策定）

３０日 木 休　会
３１日 金 休　会

６月 １日 土
２日 日

３日 月 本会議 議案上程（６月定例月会議）
全員協議会
議案聴取会
議会運営委員会

４日 火 休　会
５日 水 休　会
６日 木 本会議 議案質疑 議会運営委員会
７日 金 休　会
８日 土
９日 日
１０日 月 本会議 一般質問
１１日 火 休　会
１２日 水 本会議 一般質問
１３日 木 休　会
１４日 金 本会議 一般質問
１５日 土
１６日 日
１７日 月 休　会 （予算決算常任委員会総括質疑）

１８日 火 委員会
付託議案審査〔政策企画雇用経済観光、環境生活農林水産、
教育警察の各常任委員会・分科会〕

１９日 水 委員会
付託議案審査〔総務地域連携交通、防災県土整備企業、
医療保健子ども福祉病院の各常任委員会・分科会〕

２０日 木 委員会
付託議案審査〔政策企画雇用経済観光、環境生活農林水産、
教育警察の各常任委員会・分科会〕

２１日 金 委員会
付託議案審査〔総務地域連携交通、防災県土整備企業、
医療保健子ども福祉病院の各常任委員会・分科会〕

２２日 土
２３日 日
２４日 月 休　会 （常任委員会予備日）
２５日 火 休　会 （委員会等予備日）
２６日 水 委員会 予算決算常任委員会（採決）

２７日 木 休　会
代表者会議
議会運営委員会

２８日 金 本会議 採決（６月定例月会議）
２９日 土
３０日 日

※ 請願陳情の受理 ※文書による質問ができる期間
・ 　６月３日（月）　午後５時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３月２３日（土）～　６月２日（日）

日　　　　　　程

資料４
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資料５

令和６年定例会　６月定例月会議

議案聴取会 日程（案）

１　開催年月日　

所　管　名 議案 報告 提出

総務部 ○ ○

政策企画部 ○

○ ○ ○

病院事業庁 ○

防災対策部 ○ ○

地域連携・交通部 ○

医療保健部 ○ ○ ○

子ども・福祉部 ○ ○

環境生活部 ○ ○

農林水産部 ○ ○ ○

雇用経済部 ○ ○

観光部 ○ ○

県土整備部 ○ ○ ○

教育委員会 ○ ○

出納局 ○

令和６年６月３日（月）

全員協議会終了後

２　場　　　所 全員協議会室

３　聴　取　順

企業庁 ○ ○

警察本部
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質 問 者 一 覧 表（案）                                     令和６年定例会（６月定例月会議） 

月 日（曜） 質問区分 順序・氏名（会派） 

６月１０日（月） 一般質問 

１ ２ ３ ４ 

 議員 

（新政みえ） 

 議員 

（自由民主党） 

 議員 

（草莽） 

議員 

（公明党） 

６月１２日（水） 一般質問 

１ ２ ３ ４ 

 議員 

（新政みえ） 

 議員 

（自由民主党） 

 議員 

（新政みえ） 

 議員 

（自由民主党） 

６月１４日（金） 一般質問 

１ ２ ３ ４ 

 議員 

（新政みえ） 

 議員 

（自由民主党） 

 議員 

（新政みえ） 

 議員 

（自由民主党） 

 

（参考） ・代表質問時間（答弁を含む。）は、一人７０分程度 ・一般質問時間（答弁を含む。）は、一人６０分程度 

          ・関連質問 

新政みえ     ７回  自由民主党  ７回  草莽  １回   公明党  １回 

草の根運動いが １回   日本共産党  １回    

 

資
料
６
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令和６年三重県議会定例会 

 

 

 

 

 

 

 

請 願 ・ 陳 情 処 理 経 過 一 覧 表 

 

 

 

 

医療保健子ども福祉病院常任委員会･･･････････ 請願第 27 号 

                                       請願第 28 号 

教育警察常任委員会･････････････････････････ 請願第 62 号 

                                       請願第 63 号 

 

 

 

 

           ･･･････････････ 

                  ･･･････････････       ･･･････････････ 

                  ･･･････････････ 

                  ･･･････････････ 

 

 

 

 

 

令和６年６月 

 

資料７ 
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採択された請願、陳情の処理経過 

医療保健部 

採択された 

定例会の別 
受理番号 件   名 処理の経過及び結果 

 

令和３年定例会 

２月定例月会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

請願第27号 

 

新型コロナウイルス

感染症拡大下におけ

る看護職への施策強

化および新人看護職

員研修への支援を求

めることについて 

 

（看護職への施策強化について） 

 新型コロナウイルス感染症患者に対応す

る看護職員は、本来業務に加え、清掃・消毒

業務等を行うこともあることから、これらの

負担軽減を行うため、県では令和３年４月か

ら令和５年９月末まで、病床確保にかかる消

毒業務の外部委託に関して補助を行いまし

た。 

 

（新人看護職員研修への支援について） 

 コロナ禍で看護基礎教育での臨地実習に

制約が生じ、新人看護職員の中には、対人ス

キルや看護技術に不安を抱えている人がい

ることから、看護職として入職した後もきめ

細かな教育を継続的に行っていく必要があ

ります。 

そこで、県では、自施設のみでは研修の実

施が困難な医療機関等の新人看護職員を対

象として多施設合同研修を実施しており、特

に今年度からは演習回数を増やすよう見直

しました。その他にも新人看護職員研修を自

施設で実施し、また、自施設の研修に他施設

の新人看護職員を受け入れるにあたって要

する経費の補助を行うことで、各医療機関に

おける新人教育を支援しています。 

さらに、職種や経験年数に応じて研修や交

流の場を設けるとともに、各医療機関等の研

修体制について調査し、有識者との意見交換

を行いながら、研修の企画改善に努めている

ところです。 

なお、新型コロナウイルス感染症の５類移

行に伴い、臨地での実習体制は戻りつつある

ものの、コロナ禍で臨地実習が出来なかった

ことの影響を考慮し、引き続き新人看護職員

研修の実施・支援に努めてまいります。 
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採択された請願、陳情の処理経過 

 医療保健部 

採択された 

定例会の別 
受理番号 件   名 処理の経過及び結果 

 

令和３年定例会 

２月定例月会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

請願第28号 

 

日本の伝統文化の保

存のため「精麻」の

維持継承について 

 

 「精麻」の生産については、大麻取締法の

規制対象である大麻草の栽培を伴うことか

ら、大麻栽培者免許を取得する必要があり、

医療保健部では大麻取締法および三重県大

麻取扱者指導要領（以下「要領」という。）に

基づき免許事務を行っています。 

令和４年度には、国の法改正の検討結果の

方向性をふまえ、要領の見直しを行い、主に

次の２点について改正を行いました。 

①県内での栽培実績に加え、本県の行政検査

で、有害成分であるＴＨＣ含有量が低い品種

であることが確認できた場合には、盗難防止

対策を緩和 

②栽培目的を伝統的な祭祀等に限定してい

たが、産業利用等にも対象を拡大 

また、大麻栽培者が安定的に大麻生産を維

持できるよう、大麻栽培者からの相談に、関

係部局が連携して対応できる体制をとって

いるところです。 

なお、令和５年12月に大麻取締法及び麻薬

及び向精神薬取締法の一部を改正する法律

が公布されましたので、厚生労働省とも連携

しながら、法の施行に向けて、適切に対応し

てまいります。 
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採択された請願、陳情の処理経過 

 教育委員会 

採択された 

定例会の別 
受理番号 件  名 処理の経過及び結果 

 

令和５年 

第１回定例会 

２月定例月会議 

 

請願第62号 

 

学校給食及び

昼食における

「心身の健康

の増進と豊か

な人間形成」

の実現を求め

ることについ

て 

 

（昼食時の対応） 

 県教育委員会では、令和５年４月28日付

け文部科学省の通知において、平時におけ

る学校給食の場面では「黙食」は必要ない

ことが示されたことから、本通知をふまえ

適切に対応されるよう、市町等教育委員会

に依頼しました。 

令和６年４月市町等教育委員会に実施し

た調査において、全市町から「新型コロナ

ウイルス感染症対策としての黙食指導は、

現在していない」との回答を得ています。 

 ただし、文部科学省の衛生管理マニュア

ルにより、地域や学校において感染が流行

している場合などには、一時的に、「近距

離」「対面」「大声」での発生を控えるこ

とや、身体的距離を確保すること等の対策

を講じることが求められています。  

 

（食に関する指導） 

国の食育推進基本計画において６月は

「食育月間」として定められています。こ

れまで市町等教育委員会に対し取組の推進

を依頼しており、今年度も、食育に対する

理解を深め、一層の充実と定着が図られる

よう、改めて周知しました。 

 

（今後の対応） 

 今後も、昼食時の指導や状況を市町等教

育委員会と情報共有しながら、児童生徒が

発達段階に応じて食生活に対する正しい知

識と望ましい食習慣を身に付けるととも

に、食事をとおしてよりよい人間関係が育

まれるよう、取り組んでまいります。 
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採択された請願、陳情の処理経過 

 教育委員会 

採択された 

定例会の別 
受理番号 件  名 処理の経過及び結果 

 

令和５年 

第１回定例会 

２月定例月会議 

 

請願第63号 

 

マスク着用の

有無による差

別・偏見等防

止の啓発及び

換気システム

導入等に関す

ることについ

て 

 

（マスク着用の有無による差別等の防止）  

県教育委員会では、令和５年３月下旬に

県立学校および市町等教育委員会に対し、

児童生徒一人ひとりの意思を尊重したうえ

でマスクの着用の有無による差別・偏見等

が生じないよう、具体的な留意点を示しま

した。 

また、令和５年４月28日付け文部科学省

の通知において、学校教育活動において

は、マスクの着用を求めないことが基本と

なる旨が示されたことから、本通知をふま

え適切に対応されるよう、県立学校および

市町等教育委員会に依頼しました。 

さらに、令和５年６月９日には、マスク

の着脱に関する三重県教育委員会教育長メ

ッセージを発出し、熱中症が懸念される時

節柄もふまえ、児童生徒の心情や背景に配

慮した上、改めてマスクの着脱について丁

寧に対応する旨を県立学校および市町等教

育委員会に依頼しました。 

 

（換気システムの導入） 

 換気の確保については、気候上可能な限

り常時、困難な場合はこまめに２方向の窓

を同時に開けて行うよう衛生管理マニュア

ルに示されています。また、十分な換気が

確保できない場合には、サーキュレータや

空気清浄機等の導入など、換気のための補

完的な措置を講じることとされています。 

このため県立学校においては、令和４年

度から５年度にかけてサーキュレータを全

ての普通教室に配備するとともに、二酸化

炭素濃度測定器を全ての教室に配備してい

ます。また、空気清浄機については保健室

に配備しています。 
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市町等教育委員会に対しては、これらの

機器の購入にかかる国の補助事業を周知

し、活用の検討を依頼しているところで

す。 

 

（今後の対応） 

今後も市町等教育委員会等とも連携のう

え、誰もが安心して学校生活を送れるよう

取り組んでまいります。 
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意見書・決議案の提出期限 

 

 

 

委員会提出 

 

委員会開催当日 

 

 

 

議員発議 

   

６月２１日（金）午後５時まで 

 

資料８ 
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議 員 派 遣 一 覧 表 

 

１ リニア中央新幹線 建設促進期成同盟会 総会 

 

（１）派遣目的 

リニア中央新幹線の早期建設の実現を強力に推進するために沿線 10 都

府県の期成同盟会等で組織する「リニア中央新幹線 建設促進期成同盟会」

が、令和６年度事業計画及び収支予算並びに国、関係機関等への要望活動

を決定する「令和６年度総会」に出席する。 

（２）派遣場所  東京都 

（３）派遣期間  令和６年６月７日 １日間 

（４）派遣議員  荊原 広樹 議員  伊藤 雅慶 議員 

芳野 正英 議員  川口  円 議員 

平畑  武 議員  野口  正 議員 

石田 成生 議員  長田 隆尚 議員 

中嶋 年規 議員   青木 謙順 議員   

中森 博文 議員 

 

 

 

資料９ 
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６月３日の議事予定 
 

 
開 議 

諸報告   ・議案等の配付について 

      ・県の出資等に係る法人の経営状況に関する説明書の配付について 

      ・三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条例に基づ 

       く予算に関する補助金等に係る資料の配付について 

      ・例月出納検査報告書並びに請願・陳情処理経過一覧表の配付につ 

いて 

 

日程第１  議席変更の件 

 

日程第２  議案第９１号から議案第１０７号まで〔提案説明〕 

 

日程第３  議員派遣の件 

 

休会の件 

散 会 
 

全員協議会 

議案聴取会 

議会運営委員会 

予算決算常任委員会拡大理事会 

広聴広報会議 

資料 10 
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